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（３）意見公募（パブリックコメント） 

 川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しにあたり、原案を公表し、

広く市民の意見を募集しました。 

①募集期間 令和４年１１月２２日から令和４年１２月２１日まで 

②対 象 者 ・市内に住所を有する者 

      ・市内の事業所又は学校等に在勤・在学する者 

      ・利害関係者 

③意 見 数 ３名３件 

 

 

  



1 
 

第１章 計画の見直しにあたって 

 

１ 見直しの背景 

 第２期川越市子ども・子育て支援事業計画（以下「現計画」という。）は、子

ども・子育て支援法に基づく法定計画として、川越市社会福祉審議会児童福祉

専門分科会（子ども・子育て会議）における審議を経て、令和２年３月に策定

しました。 

 現計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間と定めていま

すが、内閣府では、教育・保育給付認定の実績などが量の見込みと大きく乖離

している場合には、計画期間の中間年を目安として市町村子ども・子育て支援

事業計画の見直しを行うこととしています。 

本市では、就学前児童数の減少や保育全体の需給バランスの調整に向けてよ

りきめ細やかな検討を行うため、令和４年２月に「川越市公立保育所のあり方」

を策定し、子ども・子育て支援事業計画の必須記載事項である保育提供区域を

４区域から７区域に細分化しました。現計画においても、「川越市公立保育所の

あり方」の考え方に基づき、区域の再設定等をする必要があるため、現計画を

見直し、見直し後の第２期川越市子ども・子育て支援事業計画（以下「見直し

後の計画」という。）を策定しようとするものです。  

 

 

２ 見直し後の計画の期間 

 見直し後の計画の期間は、令和５年度及び令和６年度の２年間とします。 

 

令令和和 22年年度度 

((22002200年年))  

令令和和 33年年度度 

((22002211年年))  

令令和和 44年年度度 

((22002222年年))  

令令和和 55年年度度 

((22002233年年))  

令令和和 66年年度度 

((22002244年年))  

      

      

 

 

 

 

第第２２期期川川越越市市子子どどもも・・子子育育てて支支援援事事業業計計画画期期間間（（55年年））  

見見直直しし後後のの計計画画期期間間（（22年年））  
中中間間  

見見直直しし  

第１章　計画の見直しにあたって

第１章　計画の見直しにあたって
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第２章 子ども・子育て支援を取り巻く状況 

１ 子どもを取り巻く現状とこども家庭庁の創設 

 令和３年１２月に閣議決定された「こども政策の新たな推進体制に関する基

本方針」によると、政府はこどもや若者に関する各種施策に取り組んでいるも

のの、少子化や人口減少に歯止めがかかっていない状況にあるとしています。 

 

【出生数および合計特殊出生率の年次推移】 

 

 

こうした中、令和２年度には児童虐待の相談対応件数や不登校、いわゆるネ

ットいじめの件数が過去最多となっているほか、核家族化や地域のつながりの

希薄化、更にはコロナ禍の影響により、子どもや若者を取り巻く状況は深刻さ

を増しています。 

また、近年ではヤングケアラー(※)等の新たな課題への対応が求められてい

ます。 

このような課題に対し、国は少子化を食い止め、一人ひとりのこどもの幸せ

な状態（Well-being）を高め、社会の持続的発展を確保するため、こどもの権

利を保障し、誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しする司令塔

として「こども家庭庁」を令和５年４月１日に設置するとしています。 

「こども家庭庁」は、こどもと家庭の福祉の増進・保健の向上等の支援、こ

どもの権利利益の養護を任務とし、内閣総理大臣の直属の機関として内閣府の

外局として設置されます。 

 

 

 

【出典：令和３年(2021)人口動態統計月報年計(概数）の概況)】 

※本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話などを日常的に行っていることで、

負担を抱える、もしくは、子どもの権利が侵害されている可能性がある 18歳未満の子ども 
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３ 見直し後の計画と現計画への反映 

見直し後の計画では、見直し部分のみを記載することとしますが、当該見直

し部分は現計画に関連する施策目標や取組・事業に位置付けるものとします。 

 

 

４ 見直しの内容 

（１）教育・保育等提供区域の再設定（現計画第５章参照） 

 令和４年２月に策定した「川越市公立保育所のあり方」の考え方を踏まえ、

現計画においても教育・保育等提供区域の設定を見直します。 

 

（２）教育・保育の量の見込みと確保方策の再設定（現計画第５章参照） 

 教育・保育等提供区域の再設定に伴い、教育・保育の量の見込みと確保方策

を新たな教育・保育等提供区域ごとに見直します。 

 

（３）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策の再設定 

（現計画第５章参照） 

 教育・保育等提供区域の再設定に伴い、地域子ども・子育て支援事業のうち

時間外保育事業（延長保育事業）の量の見込みと確保方策を新たな教育・保育

等提供区域ごとに見直します。 

 

（４）子ども・子育て支援の取組・事業の改定（現計画第４章参照） 

 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和６年４月１日施行）により新たな

事業が定義され、このうち、こども家庭センターと３つの新たな家庭支援事業

については、新たに地域子ども・子育て支援事業に位置づけることとされてい

ます。 

見直し後の計画では、こども家庭センターなどの４つの事業を新規事業とし

て追加し、現計画掲載事業のうち、川越市保育ステーション事業などの３つの

事業について、実績値や現状に合わせて目標事業量等を見直します。 

 

 

  

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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３ 見直し後の計画と現計画への反映 

見直し後の計画では、見直し部分のみを記載することとしますが、当該見直

し部分は現計画に関連する施策目標や取組・事業に位置付けるものとします。 
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については、新たに地域子ども・子育て支援事業に位置づけることとされてい
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て追加し、現計画掲載事業のうち、川越市保育ステーション事業などの３つの
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第２章　子ども・子育て支援を取り巻く状況
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２ 新型コロナウイルス感染症の影響と市の対応 

新型コロナウイルス感染症の流行（以下、「コロナ禍」という。）により、児

童館や子育て支援センターなどの市有施設が臨時休館するほか、保育施設等へ

通う保護者に登園自粛要請をするなど、本市の子育て支援施策にも多大な影響

を及ぼしています。 

現計画においてもコロナ禍の影響を受け、目標を達成することができなかっ

た事業がある一方で、オンライン手法を活用することで目標を達成できた事業

もありました。実施方法を見直したことで現行の目標値を上回っている事業に

ついては、目標値の上方修正を行います。（関連：第４章 -p20-） 

コロナ禍の影響は今後不透明ではあるものの、現計画の目標値は維持しつつ、

オンライン手法の活用などの対応を通じて引き続き子育て家庭への支援に努め

ます。 

 

【実施方法を見直した事業の例】 

 

基 施 No. 事業名 実施方法の見直し内容等 担当課 

1 (2) 3 
子育てサポーター 
養成講座 

子どもを連れた参加者がリモート参加できるようにす
るなどの対応を図りました。 

中央公民館 

1 (2) 6 
産前・産後サポート 
事業 

web会議システムを利用したLIVE講座など、オンライン
での対応を図りました。 

健康づくり 

支援課 

2 (1) 3 保育士研修 
より多くの保育士等が参加できるよう動画配信やオン
ラインでの研修を実施しました。 

保育課 

2 (1) 14 
幼保小連絡懇談会の 
実施 

オンライン開催等の対応を図りました。 教育指導課 

3 (1) 5 
川越市教職員研修 
事業 

従来の対面・集合型研修に加えて、オンラインでの研修
も実施しました。 

教育 

センター 

4 (1) 5 
ワーク・ライフ・ 
バランス推進事業 

対面による開催のほか、動画配信やオンライン開催等に
よる対応を図りました。 

男女共同 

参画課 

雇用支援課 

4 (4) 2 国際理解講座 
対面による開催のほか、動画配信やオンラインによる開
催の対応を図りました。 

国際文化 

交流課 

5 (2) 1 
ひとり親家庭等学習 
支援事業 

授業は通所のほか、郵送（通信）やオンラインでの対応
を図りました。 

こども 

家庭課 

 

  

基…基本目標  施…施策目標 
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【子どもと若者を取り巻く状況（参考データ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【こども家庭庁の体制と主な事務】 

 

 

 

①家 庭

②学 校

虐待、貧困、ひきこもり、ヤングケアラー
等が社会問題化。コロナ禍は、困難を抱え
る家庭に特に深刻な影響を与える一方、
「増えた家族との時間を保ちたい」とする
者が多いなど、家族観の前向きな変化も

特別支援教育や日本語指導が必要な者が
増加するなど、児童生徒は多様化。自殺、
不登校、いじめなど、生徒指導上の課題
が深刻化。学校現場の負担は年々増大

【いじめ】
2015年度
2020年度

いじめの重大事態

514件
314件

※ 2019年度は723件（過去最多）
［文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒
指導上の諸課題に関する調査」］

【ヤングケアラー】当てはまるとする者の割合
2020年度中学２年

高校２年（全日）
高校２年（定時）
通信制高校生

2021年度大学３年生

320人
473人

児童生徒の自殺者数

［警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成］

【自殺】
2016年
2021年

1.8%

4.6%
2.3%

7.2%

【児童虐待】
2015年度
2020年度

約10.3万件
約20.5万件

児童相談所における児童虐待相談対応件数

［厚生労働省「福祉行政報告例」

［厚生労働省「ヤングケアラ―の実態に
関する調査研究」］

（過去最多）

2.9%

子子供供・・若若者者がが過過ごごすす「「場場」」ごごととのの状状況況

④情報通信環境（ネット空間）
教育や行政、医療などあらゆる分野で
デジタル化が加速し、ネットの利活用
が進む一方、SNSに起因する犯罪被害、
誹謗中傷等の弊害も深刻化

⑤就 業（働く場）
近年、若者の失業率や平均賃金、非正
規雇用者の割合等は改善傾向にあった
が、若年無業者（ニート）の増加など
コロナ禍で悪化が懸念。一方、テレ
ワークが急速に普及するなど、新たな
働き方の動きも

③地 域
近所付き合いの減少など住民のつながり
の希薄化、地域活動の担い手の高齢化・
固定化等が指摘される一方、コロナ禍で
若者の地方移住への関心が高まり、都心
部からの転出の動きも

【SNS被害】
2016年
2021年 1,812人

SNSに起因する事犯の被害児童数

［警察庁「少年非行、児童虐待及び子供の性被害の状況」］

【近所づきあい】
2017年
2022年

67.0%
56.6%

現在の地域での付き合いの程度

※「付き合っている」と回答した割合
［内閣府「社会意識に関する世論調査」］

【若年無業者】
2016年
2021年

15～39歳人口に占める無業者の割合

2.3%
2.3%

［総務省「労働力調査」］
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体制と主な事務
 内閣総理⼤⾂、こども政策を担当する内閣府特命担当⼤⾂、こども家庭庁⻑官の下に、内部部局として以下の３部⾨。
 移管する定員を⼤幅に上回る体制を⽬指す。地⽅⾃治体職員や⺠間⼈材の積極登⽤。

成育部⾨
 妊娠・出産の⽀援、⺟⼦保健、成育医療等

• ⼦育て世代包括⽀援センターによる産前産後から⼦育て期を通じた⽀援
• 産後ケアなどの⽀援を受けられる環境の整備

 就学前の全てのこどもの育ちの保障
• 幼稚園・保育所・認定こども園（「３施設」）、家庭、地域を含めた取組の
主導、未就園児対策

• ３施設の教育・保育内容の基準の⽂部科学省との共同告⽰
• 認定こども園の事務の輻輳や縦割りの改善（施設整備費の⼀本化等）

 相談対応や情報提供の充実、全てのこどもの居場所づくり
• ⼦ども・若者総合相談センター、⼦育て世代包括⽀援センター、⼦ども家庭
総合⽀援拠点、地域⼦育て⽀援拠点の充実

• 放課後児童クラブ、児童館や⻘少年センター、こども⾷堂、学習⽀援の場な
どの様々な居場所（サードプレイス）づくり

• 児童⼿当の⽀給
 こどもの安全（性的被害の防⽌、事故防⽌、予防のための死亡検証(ＣＤＲ) 等）

⽀援部⾨

 様々な困難を抱えるこどもや家庭に対する年齢や制度
の壁を克服した切れ⽬ない包括的⽀援
• 地域の⽀援ネットワークづくり（⼦ども・若者⽀援地域協議会、
要保護児童対策地域協議会）

• 児童虐待防⽌対策の強化
• いじめ防⽌及び不登校対策（⽂部科学省と連携） 等

 社会的養護の充実及び⾃⽴⽀援
 こどもの貧困対策、ひとり親家庭の⽀援
 障害児⽀援

 こどもの視点・⼦育て当事者の視点に⽴った政策の企画⽴案・総合調整
• こどもや若者から意⾒を聴くユース政策モニターなどの実施、審議会等委員等へのこども・若者の参画促進、ＳＮＳを活⽤した意⾒聴取
等の検討

• こども政策に関連する⼤綱を⼀体的に作成・推進、地⽅⾃治体における関連計画の策定⽀援
• 児童の権利に関する条約に関する取組を主体的に実施（外務省と連携）

 必要な⽀援を必要な⼈に届けるための情報発信や広報等
 データ・統計を活⽤したエビデンスに基づく政策⽴案と実践、評価、改善

• こどもや若者の意識調査、⼦どもの貧困対策や少⼦化対策に関する調査研究の充実、関連する国会報告（法定⽩書）の⼀体的な作成
• こどもや家庭に能動的なプッシュ型⽀援を届けるためのデジタル基盤の整備推進（デジタル庁と連携）

企画⽴案・総合調整部⾨

スケジュール
 令和５年度のできる限り早い時期に創設。次期常会に法案提出。
 「こどもに関する政策パッケージ」等に基づき、こども家庭庁
の創設を待たずにできることから速やかに実施。

こども政策を強⼒に進めるための安定財源の確保

 国⺠各層の理解を得ながら、社会全体での費⽤負担の在り
⽅を含め、幅広く検討を進め、確保に努めていく。

 応能負担や歳⼊改⾰、企業を含め社会・経済の参加者全員
が広く負担していく新たな枠組みの検討。
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２ 新型コロナウイルス感染症の影響と市の対応 

新型コロナウイルス感染症の流行（以下、「コロナ禍」という。）により、児

童館や子育て支援センターなどの市有施設が臨時休館するほか、保育施設等へ

通う保護者に登園自粛要請をするなど、本市の子育て支援施策にも多大な影響

を及ぼしています。 

現計画においてもコロナ禍の影響を受け、目標を達成することができなかっ

た事業がある一方で、オンライン手法を活用することで目標を達成できた事業

もありました。実施方法を見直したことで現行の目標値を上回っている事業に

ついては、目標値の上方修正を行います。（関連：第４章 -p20-） 

コロナ禍の影響は今後不透明ではあるものの、現計画の目標値は維持しつつ、

オンライン手法の活用などの対応を通じて引き続き子育て家庭への支援に努め

ます。 

 

【実施方法を見直した事業の例】 

 

基 施 No. 事業名 実施方法の見直し内容等 担当課 

1 (2) 3 
子育てサポーター 
養成講座 

子どもを連れた参加者がリモート参加できるようにす
るなどの対応を図りました。 

中央公民館 

1 (2) 6 
産前・産後サポート 
事業 

web会議システムを利用したLIVE講座など、オンライン
での対応を図りました。 

健康づくり 

支援課 

2 (1) 3 保育士研修 
より多くの保育士等が参加できるよう動画配信やオン
ラインでの研修を実施しました。 

保育課 

2 (1) 14 
幼保小連絡懇談会の 
実施 

オンライン開催等の対応を図りました。 教育指導課 

3 (1) 5 
川越市教職員研修 
事業 

従来の対面・集合型研修に加えて、オンラインでの研修
も実施しました。 

教育 

センター 

4 (1) 5 
ワーク・ライフ・ 
バランス推進事業 

対面による開催のほか、動画配信やオンライン開催等に
よる対応を図りました。 

男女共同 

参画課 

雇用支援課 

4 (4) 2 国際理解講座 
対面による開催のほか、動画配信やオンラインによる開
催の対応を図りました。 

国際文化 

交流課 

5 (2) 1 
ひとり親家庭等学習 
支援事業 

授業は通所のほか、郵送（通信）やオンラインでの対応
を図りました。 

こども 

家庭課 

 

  

基…基本目標  施…施策目標 
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【子どもと若者を取り巻く状況（参考データ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【こども家庭庁の体制と主な事務】 
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【参考：川越市公立保育所の配置図】

子ども・子育てを取り巻く環境は、子育て世帯の核家族化、地域コミュニテ

ィの希薄化、児童虐待の顕在化、経済的に困難な状況にある世帯の貧困の連鎖

など、厳しい状況が継続しています。また、支援が必要な家庭、保護者の就労

形態の多様化への対応として、保育に関する新たなニーズへの対応や保育の質

の確保も課題と考えられます。

本市における保育施策については、公立保育所、民間保育所、それぞれの特

長や役割のもと、保育所保育指針等に基づきそれぞれの保育の理念を実現する

ことにより、今後も質の高い保育サービスを目指して提供していくことを基本

とします。

このような中で、公立保育所の役割を次のとおりとしています。

今後、「川越市公立保育所のあり方」で示した公立保育所の役割を果たすべく、

具体的な施策について検討してまいります。

【公立保育所の役割】

①地域における子育て支援拠点としての役割

②保育技術の向上と民間との共有による保育の質を確保する役割

③セーフティネットとしての役割と支援が必要な児童の受け入れ体制の確保
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第３章 教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定 

１ 教育・保育等提供区域の再設定 

（１）教育・保育等提供区域の考え方 

子ども・子育て支援法第６１条では、地理的条件、人口、交通事情、教育・

保育施設の整備状況などを総合的に勘案し、教育・保育等提供区域を設定する

こととされています。 

現計画においては、市域を４分割した区域を保育提供区域として設定してい

ます。 

（２）川越市公立保育所のあり方の策定 

本市では、これまで、共働き世帯の増加などの要因により保育施設の入所希

望者数が増加していることから、民間活力を生かし、積極的に民間保育所整備

を進め、待機児童の解消に努めてきました。その結果、令和４年４月１日現在

の待機児童数は８人となり、待機児童が近く解消されるものと見込んでいます。 

現在、本市の就学前児童数は減少傾向にあり、将来、保育施設の定員数が過

大となることが予想されることから、今後は、保育全体の需給バランスを調整

することが課題となるものと考えられます。一方、保育ニーズに対して施設数

が充足される状況になると、更なる保育の質の向上について考えていくことも

必要となります。 

また、本市の公立保育所は、昭和６０年までに２０園を設置し、これまで耐

震化工事や必要な修繕等を行いながら、全ての園を維持してきました。現在は

２０園のうち８園が建築後４０年以上経過しており、施設の老朽化が進行して

いる状況にあります。 

このような就学前児童数の減少や施設の老朽化という課題に対し、公立保育

所がどのような役割を担い、どのように維持していくのか、今後の方向性を定

めるため、令和４年２月に「川越市公立保育所のあり方」を策定しました。 

「川越市公立保育所のあり方」では、将来の保育サービスの量的動向を見据

えて対応することが必要であり、保育サービスの供給が過剰となった場合は、

公立保育所において定員数を調整するものとし、具体的には、短期的な対応と

して、施設定員の弾力化や定員規模の縮小、中長期的な対応として、公立保育

所の統廃合などにより需給バランスの調整を図るとしています。 

今後の公立保育所整備等の検討にあたっては、これまでの４区域をもとに、

各地区の児童の通園状況や保育需要などの地域性を考慮し、市域を７区域に細

分化しきめ細やかな検討を図るとともに、地域の基幹となる公立保育所として、

本庁地区では４園、その他の各区域で１園は維持する方針としています。 

 

 

第３章　教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定
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【見直し前（４区域）】

【見直し後（７区域）】
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霞ケ関
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D
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高階

福原

大東

霞ケ関

霞ケ関北
川鶴

名細

A B

C

D

E

G

F
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（３）保育提供区域の再設定 

現計画では、市域を４分割した区域を保育提供区域として設定していますが、

見直し後の計画では、「川越市公立保育所のあり方」の考え方を踏まえ、就学前

児童数の減少、各地区の児童の通園状況、保育需要などの地域性を考慮し、こ

れまでの４区域を細分化し、７区域に見直します。 

また、教育・保育等提供区域の再設定に伴い、教育・保育の量の見込みと確

保方策及び地域子ども・子育て支援事業のうち時間外保育事業（延長保育事業）

の量の見込みと確保方策を新たな教育・保育等提供区域ごとに見直します。 

 

 

【事業ごとの提供区域（変更のある事業のみ抜粋）】 

区区分分  事事業業等等  変変更更前前  変変更更後後  

教育・保育施設

地域型保育事業 

保育所・認定こども園（２号認定） 

４区域 ７区域 
保育所・認定こども園・地域型保育事業

（３号認定） 

地域子ども・ 

子育て支援事業 
時間外保育事業（延長保育事業） 

 

 

【提供区域の新旧比較】 

旧旧  地地区区  新新  地地区区  

Ａ 
本庁、山田、 

芳野、古谷 

Ａ 本庁、山田 

Ｂ 芳野、古谷 

Ｂ 南古谷、高階 
Ｃ 南古谷 

Ｄ 高階 

Ｃ 福原、大東 Ｅ 福原、大東 

Ｄ 
霞ケ関、川鶴、 

霞ケ関北、名細 

Ｆ 霞ケ関、川鶴 

Ｇ 霞ケ関北、名細 

  

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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【見直し前（４区域）】

【見直し後（７区域）】

本庁

山田
芳野

古谷

南古谷

高階

福原

大東

霞ケ関

霞ケ関北
川鶴

名細

A

BC

霞ケ関北
D

本庁

山田
芳野

古谷

南古谷

高階

福原

大東

霞ケ関

霞ケ関北
川鶴

名細

A B

南古谷

C高階

D

E

霞ケ関北

名細

G

霞ケ関
F

8 
 

（３）保育提供区域の再設定 

現計画では、市域を４分割した区域を保育提供区域として設定していますが、

見直し後の計画では、「川越市公立保育所のあり方」の考え方を踏まえ、就学前

児童数の減少、各地区の児童の通園状況、保育需要などの地域性を考慮し、こ

れまでの４区域を細分化し、７区域に見直します。 

また、教育・保育等提供区域の再設定に伴い、教育・保育の量の見込みと確

保方策及び地域子ども・子育て支援事業のうち時間外保育事業（延長保育事業）

の量の見込みと確保方策を新たな教育・保育等提供区域ごとに見直します。 

 

 

【事業ごとの提供区域（変更のある事業のみ抜粋）】 

区区分分  事事業業等等  変変更更前前  変変更更後後  

教育・保育施設

地域型保育事業 

保育所・認定こども園（２号認定） 

４区域 ７区域 
保育所・認定こども園・地域型保育事業

（３号認定） 

地域子ども・ 

子育て支援事業 
時間外保育事業（延長保育事業） 

 

 

【提供区域の新旧比較】 

旧旧  地地区区  新新  地地区区  

Ａ 
本庁、山田、 

芳野、古谷 

Ａ 本庁、山田 

Ｂ 芳野、古谷 

Ｂ 南古谷、高階 
Ｃ 南古谷 

Ｄ 高階 

Ｃ 福原、大東 Ｅ 福原、大東 

Ｄ 
霞ケ関、川鶴、 

霞ケ関北、名細 

Ｆ 霞ケ関、川鶴 

Ｇ 霞ケ関北、名細 

  

第３章　教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,323 191 983 - - 1,295 191 973 - - 1,276 190 968
1 1 1 1 1 1 1 1 1

1,324 192 984 1,296 192 974 1,277 191 969
1,463 199 773 1,463 199 773 1,463 199 773

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 61 254 - 61 254 - 61 254
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
7 0 6 7 0 6 7 0 6

1,470 260 1,033 1,470 260 1,033 1,470 260 1,033

146 68 49 174 68 59 193 69 64

3号
令和6年度

1号
2号 3号
令和4年度 令和5年度

-
0 0 0
- -

1号
2号 3号

1号
2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,185 174 887 - - 1,164 175 883 - - 1,150 175 882
1 1 1 1 1 1 1 1 1

1,186 175 888 1,165 176 884 1,151 176 883

1,116 151 598 1,116 151 598 1,116 151 598

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 61 254 - 61 254 - 61 254
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
4 0 4 4 0 4 4 0 4

1,120 212 856 1,120 212 856 1,120 212 856

▲ 66 37 ▲ 32 ▲ 45 36 ▲ 28 ▲ 31 36 ▲ 27

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 138 17 96 - - 131 16 90 - - 126 15 86
0 0 0 0 0 0 0 0 0

138 17 96 131 16 90 126 15 86

347 48 175 347 48 175 347 48 175

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 0 0 - 0 0 - 0 0
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
3 0 2 3 0 2 3 0 2

350 48 177 350 48 177 350 48 177

212 31 81 219 32 87 224 33 91

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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２ 量の見込みと確保方策の再設定 

（１）教育保育施設・地域型保育事業（2号認定、3号認定） 

●旧 A地区（本庁・山田・芳野・古谷）⇒新 A地区（本庁・山田）、新 B地区（芳

野・古谷） 

 

【見直し前】 

 

 

 

【見直し後】 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,302 178 1,021 - - 1,350 178 1,021
2 0 1 4 0 3

1,304 178 1,022 1,354 178 1,024
特定教育・保育施設 1,463 198 774 1,457 198 770

（他市町の子ども） (2) 0 (1) (4) 0 (3)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 46 188 - 46 188
（他市町の子ども） - 0 0 - 0 0
他市町の施設利用 13 0 4 5 0 0
②確保方策による確保量計 1,476 244 966 1,462 244 958

172 66 ▲ 56 108 66 ▲ 66

1号
2号 3号

1号
2号 3号

【旧A地区】
本庁・山田・芳野・古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,055 156 889 - - 1,104 163 885
2 0 0 3 0 2

1,057 156 889 1,107 163 887

特定教育・保育施設 1,116 151 598 1,116 151 598

（他市町の子ども） (2) (3) 0 (2)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 46 188 - 46 188
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 7 0 4 2 0 0
②確保方策による確保量計 1,123 197 790 1,118 197 786

66 41 ▲ 99 11 34 ▲ 101

2号 3号
【新A地区】
本庁・山田

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 247 22 132 - - 246 15 136
0 0 1 1 0 1

247 22 133 247 15 137

特定教育・保育施設 347 47 176 341 47 172

（他市町の子ども） (1) (1) 0 (1)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 0 0 - 0 0
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 6 0 0 3 0 0
②確保方策による確保量計 353 47 176 344 47 172

106 25 43 97 32 35

2号 3号
【新B地区】
芳野・古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,323 191 983 - - 1,295 191 973 - - 1,276 190 968
1 1 1 1 1 1 1 1 1

1,324 192 984 1,296 192 974 1,277 191 969
1,463 199 773 1,463 199 773 1,463 199 773

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 61 254 - 61 254 - 61 254
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
7 0 6 7 0 6 7 0 6

1,470 260 1,033 1,470 260 1,033 1,470 260 1,033

146 68 49 174 68 59 193 69 64

3号
令和6年度

1号
2号 3号
令和4年度 令和5年度

-
0 0 0
- -

1号
2号 3号

1号
2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,185 174 887 - - 1,164 175 883 - - 1,150 175 882
1 1 1 1 1 1 1 1 1

1,186 175 888 1,165 176 884 1,151 176 883

1,116 151 598 1,116 151 598 1,116 151 598

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 61 254 - 61 254 - 61 254
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
4 0 4 4 0 4 4 0 4

1,120 212 856 1,120 212 856 1,120 212 856

▲ 66 37 ▲ 32 ▲ 45 36 ▲ 28 ▲ 31 36 ▲ 27

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 138 17 96 - - 131 16 90 - - 126 15 86
0 0 0 0 0 0 0 0 0

138 17 96 131 16 90 126 15 86

347 48 175 347 48 175 347 48 175

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 0 0 - 0 0 - 0 0
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
3 0 2 3 0 2 3 0 2

350 48 177 350 48 177 350 48 177

212 31 81 219 32 87 224 33 91

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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２ 量の見込みと確保方策の再設定 

（１）教育保育施設・地域型保育事業（2号認定、3号認定） 

●旧 A地区（本庁・山田・芳野・古谷）⇒新 A地区（本庁・山田）、新 B地区（芳

野・古谷） 

 

【見直し前】 

 

 

 

【見直し後】 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,302 178 1,021 - - 1,350 178 1,021
2 0 1 4 0 3

1,304 178 1,022 1,354 178 1,024
特定教育・保育施設 1,463 198 774 1,457 198 770

（他市町の子ども） (2) 0 (1) (4) 0 (3)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 46 188 - 46 188
（他市町の子ども） - 0 0 - 0 0
他市町の施設利用 13 0 4 5 0 0
②確保方策による確保量計 1,476 244 966 1,462 244 958

172 66 ▲ 56 108 66 ▲ 66

1号
2号 3号

1号
2号 3号

【旧A地区】
本庁・山田・芳野・古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 1,055 156 889 - - 1,104 163 885
2 0 0 3 0 2

1,057 156 889 1,107 163 887

特定教育・保育施設 1,116 151 598 1,116 151 598

（他市町の子ども） (2) (3) 0 (2)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 46 188 - 46 188
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 7 0 4 2 0 0
②確保方策による確保量計 1,123 197 790 1,118 197 786

66 41 ▲ 99 11 34 ▲ 101

2号 3号
【新A地区】
本庁・山田

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 247 22 132 - - 246 15 136
0 0 1 1 0 1

247 22 133 247 15 137

特定教育・保育施設 347 47 176 341 47 172

（他市町の子ども） (1) (1) 0 (1)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 0 0 - 0 0
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 6 0 0 3 0 0
②確保方策による確保量計 353 47 176 344 47 172

106 25 43 97 32 35

2号 3号
【新B地区】
芳野・古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

第３章　教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 586 85 435 - - 574 84 431 - - 566 84 429
13 0 1 13 0 1 13 0 1

599 85 436 587 84 432 579 84 430
690 87 349 690 87 349 690 87 349

(13) 0 0 (13) 0 0 (13) 0 0
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 31 113 - 31 113 - 31 113
- (0) (1) - (0) (1) - (0) (1)
2 0 1 2 0 1 2 0 1

692 118 463 692 118 463 692 118 463

93 33 27 105 34 31 113 34 33

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 203 27 144 - - 197 26 141 - - 191 26 139
0 0 0 0 0 0 0 0 0

203 27 144 197 26 141 191 26 139

210 26 113 210 26 113 210 26 113

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 19 57 - 19 57 - 19 57
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
2 0 0 2 0 0 2 0 0

212 45 170 212 45 170 212 45 170

9 18 26 15 19 29 21 19 31

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 383 58 291 - - 377 58 290 - - 375 58 290
13 0 1 13 0 1 13 0 1

396 58 292 390 58 291 388 58 291

480 61 236 480 61 236 480 61 236

(13) (0) (0) (13) (0) (0) (13) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 12 56 - 12 56 - 12 56
- (0) (1) - (0) (1) - (0) (1)
0 0 1 0 0 1 0 0 1

480 73 293 480 73 293 480 73 293

84 15 1 90 15 2 92 15 2

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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●旧 B地区（南古谷・高階）⇒新 C地区（南古谷）、新 D地区（高階） 

 

【見直し前】 

 

 

 

 

【見直し後】 

 

 

 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 620 99 539 - - 674 104 556
6 0 1 1 0 0

626 99 540 675 104 556
特定教育・保育施設 650 84 332 687 87 352

（他市町の子ども） (6) 0 (1) (1) 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 32 113 - 32 113
（他市町の子ども） - 0 0 - 0 0
他市町の施設利用 7 1 2 5 2 1
②確保方策による確保量計 657 117 447 692 121 466

31 18 ▲ 93 17 17 ▲ 90

2号 3号
【旧B地区】
南古谷・高階

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 225 33 188 - - 247 32 173
0 0 1 1 0 0

225 33 189 248 32 173

特定教育・保育施設 207 29 113 207 29 113

（他市町の子ども） (1) (1) 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 19 54 - 19 54
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 4 1 1 5 1 0
②確保方策による確保量計 211 49 168 212 49 167

▲ 14 16 ▲ 21 ▲ 36 17 ▲ 6

2号 3号
【新C地区】
南古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 395 66 351 - - 427 72 383
6 0 0 0 0 0

401 66 351 427 72 383

特定教育・保育施設 443 55 219 480 58 239

（他市町の子ども） (6) 0 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 13 59 - 13 59
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 3 0 1 0 1 1
②確保方策による確保量計 446 68 279 480 72 299

45 2 ▲ 72 53 0 ▲ 84

2号 3号
【新D地区】
高階

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 586 85 435 - - 574 84 431 - - 566 84 429
13 0 1 13 0 1 13 0 1

599 85 436 587 84 432 579 84 430
690 87 349 690 87 349 690 87 349

(13) 0 0 (13) 0 0 (13) 0 0
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 31 113 - 31 113 - 31 113
- (0) (1) - (0) (1) - (0) (1)
2 0 1 2 0 1 2 0 1

692 118 463 692 118 463 692 118 463

93 33 27 105 34 31 113 34 33

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 203 27 144 - - 197 26 141 - - 191 26 139
0 0 0 0 0 0 0 0 0

203 27 144 197 26 141 191 26 139

210 26 113 210 26 113 210 26 113

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 19 57 - 19 57 - 19 57
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
2 0 0 2 0 0 2 0 0

212 45 170 212 45 170 212 45 170

9 18 26 15 19 29 21 19 31

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 383 58 291 - - 377 58 290 - - 375 58 290
13 0 1 13 0 1 13 0 1

396 58 292 390 58 291 388 58 291

480 61 236 480 61 236 480 61 236

(13) (0) (0) (13) (0) (0) (13) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 12 56 - 12 56 - 12 56
- (0) (1) - (0) (1) - (0) (1)
0 0 1 0 0 1 0 0 1

480 73 293 480 73 293 480 73 293

84 15 1 90 15 2 92 15 2

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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●旧 B地区（南古谷・高階）⇒新 C地区（南古谷）、新 D地区（高階） 

 

【見直し前】 

 

 

 

 

【見直し後】 

 

 

 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 620 99 539 - - 674 104 556
6 0 1 1 0 0

626 99 540 675 104 556
特定教育・保育施設 650 84 332 687 87 352

（他市町の子ども） (6) 0 (1) (1) 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 32 113 - 32 113
（他市町の子ども） - 0 0 - 0 0
他市町の施設利用 7 1 2 5 2 1
②確保方策による確保量計 657 117 447 692 121 466

31 18 ▲ 93 17 17 ▲ 90

2号 3号
【旧B地区】
南古谷・高階

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 225 33 188 - - 247 32 173
0 0 1 1 0 0

225 33 189 248 32 173

特定教育・保育施設 207 29 113 207 29 113

（他市町の子ども） (1) (1) 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 19 54 - 19 54
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 4 1 1 5 1 0
②確保方策による確保量計 211 49 168 212 49 167

▲ 14 16 ▲ 21 ▲ 36 17 ▲ 6

2号 3号
【新C地区】
南古谷

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 395 66 351 - - 427 72 383
6 0 0 0 0 0

401 66 351 427 72 383

特定教育・保育施設 443 55 219 480 58 239

（他市町の子ども） (6) 0 0 0
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 13 59 - 13 59
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 3 0 1 0 1 1
②確保方策による確保量計 446 68 279 480 72 299

45 2 ▲ 72 53 0 ▲ 84

2号 3号
【新D地区】
高階

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

第３章　教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 325 47 242 - - 319 47 240 - - 314 47 239
2 0 0 2 0 0 2 0 0

327 47 242 321 47 240 316 47 239
360 37 172 360 37 172 360 37 172

(2) (0) (0) (2) (0) (0) (2) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 18 71 - 18 71 - 18 71
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
5 0 2 5 0 2 5 0 2

365 55 245 365 55 245 365 55 245

38 8 3 44 8 5 49 8 6

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

14 
 

●旧 C地区（福原・大東）⇒新 E地区（福原・大東）※地区名のみ変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 365 37 258 - - 364 43 256
0 0 1 1 0 3

365 37 259 365 43 259
特定教育・保育施設 360 34 165 360 37 172

（他市町の子ども） 0 0 0 (1) 0 (2)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 12 39 - 16 50
（他市町の子ども） - 0 (1) - 0 (1)
他市町の施設利用 5 0 2 4 0 1
②確保方策による確保量計 365 46 206 364 53 223

0 9 ▲ 53 ▲ 1 10 ▲ 36②－① 0 0

- -
- -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

2号 3号
【旧C地区】　⇒　【新Ｅ地区】
福原・大東

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 325 47 242 - - 319 47 240 - - 314 47 239
2 0 0 2 0 0 2 0 0

327 47 242 321 47 240 316 47 239
360 37 172 360 37 172 360 37 172

(2) (0) (0) (2) (0) (0) (2) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 18 71 - 18 71 - 18 71
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
5 0 2 5 0 2 5 0 2

365 55 245 365 55 245 365 55 245

38 8 3 44 8 5 49 8 6

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

14 
 

●旧 C地区（福原・大東）⇒新 E地区（福原・大東）※地区名のみ変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 365 37 258 - - 364 43 256
0 0 1 1 0 3

365 37 259 365 43 259
特定教育・保育施設 360 34 165 360 37 172

（他市町の子ども） 0 0 0 (1) 0 (2)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 12 39 - 16 50
（他市町の子ども） - 0 (1) - 0 (1)
他市町の施設利用 5 0 2 4 0 1
②確保方策による確保量計 365 46 206 364 53 223

0 9 ▲ 53 ▲ 1 10 ▲ 36②－① 0 0

- -
- -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

2号 3号
【旧C地区】　⇒　【新Ｅ地区】
福原・大東

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

第３章　教育・保育等提供区域及び量の見込みと確保方策の再設定
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 621 90 462 - - 608 90 457 - - 599 90 454
5 0 2 5 0 2 5 0 2

626 90 464 613 90 459 604 90 456
790 106 433 790 106 433 790 106 433

(5) (0) (2) (5) (0) (2) (5) (0) (2)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 9 30 - 9 30 - 9 30
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
5 0 5 5 0 5 5 0 5

795 115 468 795 115 468 795 115 468

169 25 4 182 25 9 191 25 12

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 294 39 214 - - 285 39 211 - - 283 39 208
5 0 2 5 0 2 5 0 2

299 39 216 290 39 213 288 39 210

368 57 202 368 57 202 368 57 202

(5) (0) (2) (5) (0) (2) (5) (0) (2)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 0 0 - 0 0 - 0 0
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
2 0 1 2 0 1 2 0 1

370 57 203 370 57 203 370 57 203

71 18 ▲ 13 80 18 ▲ 10 82 18 ▲ 7

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 327 51 248 - - 323 51 246 - - 316 51 246
0 0 0 0 0 0 0 0 0

327 51 248 323 51 246 316 51 246

422 49 231 422 49 231 422 49 231

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 9 30 - 9 30 - 9 30
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
3 0 4 3 0 4 3 0 4

425 58 265 425 58 265 425 58 265

98 7 17 102 7 19 109 7 19

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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●旧 D地区（霞ケ関・川鶴・霞ケ関北・名細）⇒新 F地区（霞ケ関・川鶴）、新

G地区（霞ケ関北・名細） 

 

【見直し前】 

 

 

 

 

【見直し後】 

 

 

 

 

 

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 621 77 443 - - 611 77 432
1 0 2 3 0 3

622 77 445 614 77 435
特定教育・保育施設 687 101 381 687 101 381

（他市町の子ども） (1) (1) (3) 0 (3)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 13 42 - 16 58
（他市町の子ども） - (1) - 0 0
他市町の施設利用 2 2 5 3 0 3
②確保方策による確保量計 689 116 428 690 117 442

67 39 ▲ 17 76 40 7

2号 3号
【旧D地区】
霞ケ関・川鶴・霞ケ関北・名細

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 311 36 209 - - 303 35 202
1 0 1 2 0 2

312 36 210 305 35 204

特定教育・保育施設 368 57 202 368 57 202

（他市町の子ども） (1) (1) (2) 0 (2)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 0 0 - 3 16
（他市町の子ども） - - 0 0
他市町の施設利用 0 0 0 0 0 1
②確保方策による確保量計 368 57 202 368 60 219

56 21 ▲ 8 63 25 15

2号 3号
【新F地区】
霞ケ関・川鶴

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 310 41 234 - - 308 42 230
0 0 1 1 0 1

310 41 235 309 42 231

特定教育・保育施設 319 44 179 319 44 179

（他市町の子ども） (1) 0 (1)
確認を受けない幼稚園 - - - - - -
（他市町の子ども） - - - - - -
特定地域型保育事業 - 13 42 - 13 42
（他市町の子ども） - (1) - 0 0
他市町の施設利用 2 2 5 3 0 2
②確保方策による確保量計 321 59 226 322 57 223

11 18 ▲ 9 13 15 ▲ 8

2号 3号
【新G地区】
霞ケ関北・名細

令和2年度実績 令和3年度実績

1号
2号 3号

1号

①　量の見込み　計 0 0

量の見込み
他市町の子ども - -

- -
- -

- -確
保
方
策

- -
- -

0 0

②－① 0 0

- -
- -

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 621 90 462 - - 608 90 457 - - 599 90 454
5 0 2 5 0 2 5 0 2

626 90 464 613 90 459 604 90 456
790 106 433 790 106 433 790 106 433

(5) (0) (2) (5) (0) (2) (5) (0) (2)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 9 30 - 9 30 - 9 30
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
5 0 5 5 0 5 5 0 5

795 115 468 795 115 468 795 115 468

169 25 4 182 25 9 191 25 12

3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-
0 0 0
- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -

0 0 0

0 0

- - -
- - -

0

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳

- - 294 39 214 - - 285 39 211 - - 283 39 208
5 0 2 5 0 2 5 0 2

299 39 216 290 39 213 288 39 210

368 57 202 368 57 202 368 57 202

(5) (0) (2) (5) (0) (2) (5) (0) (2)
- - - - - - - - -
- - - - - - - - -
- 0 0 - 0 0 - 0 0
- (0) (0) - (0) (0) - (0) (0)
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3号
1号

2号 3号
1号

令和4年度 令和5年度 令和6年度

-

0 0 0

- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
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0 0 0

0 0

- - -
- - -

0
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3号
1号
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1号
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-
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- -

2号 3号
1号

2号

- - -
- - -

-
- - -

- - -
- -
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- - -
- - -

0
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●旧 D地区（霞ケ関・川鶴・霞ケ関北・名細）⇒新 F地区（霞ケ関・川鶴）、新

G地区（霞ケ関北・名細） 

 

【見直し前】 

 

 

 

 

【見直し後】 
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令和2年度実績 令和3年度実績

1号
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- -
- -

- -確
保
方
策
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- -
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- -
- -
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2号 3号
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保
方
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令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）

1,009 986 973
1,009 986 973

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
857 838 826
857 838 826

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
152 148 147
152 148 147

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）

441 431 426
441 431 426

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
109 106 105
109 106 105

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
332 325 321
332 325 321

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）

298 291 287
298 291 287

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）

571 558 551
571 558 551

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
302 295 291
302 295 291

0 0 0

令和4年度（人） 令和5年度（人） 令和6年度（人）
269 263 260
269 263 260

0 0 0
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（２）地域子ども・子育て支援事業（時間外保育事業（延長保育事業）） 

●A 地 区 （ 本 庁 ・ 山 田 ・ 芳 野 ・ 古 谷 ） ⇒ 新 A 地 区 （ 本 庁 ・ 山 田 ） 、 新 B 地 区 （ 芳 野 ・ 古 谷 ） 

 
 

 

●旧 B地区（南古谷・高階）⇒新 C地区（南古谷）、新 D地区（高階） 

 
 

 

●旧 C地区（福原・大東）⇒新 E地区（福原・大東）※地区名のみ変更 

 
●旧 D地区（霞ケ関・川鶴・霞ケ関北・名細）⇒新 F地区（霞ケ関・川鶴）、新

G地区（霞ケ関北・名細） 

 
 

 

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）

①量の見込み 1,033 1,019
②確保量 1,033 1,019

②－① 0 0

【旧A地区】
本庁・山田・芳野・古谷

　

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 878 865
②確保量 878 865

②－① 0 0

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 155 154
②確保量 155 154

②－① 0 0

　

【新A地区】
本庁・山田

　

【新B地区】
芳野・古谷

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）

①量の見込み 452 446
②確保量 452 446

②－① 0 0

　

【旧B地区】
南古谷・高階

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 111 110
②確保量 111 110

②－① 0 0

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 341 336
②確保量 341 336

②－① 0 0

【新C地区】
南古谷

　

　

【新D地区】
高階

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）

①量の見込み 305 301
②確保量 305 301

②－① 0 0

　

【旧C地区・新Ｅ地区】
福原・大東

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）

①量の見込み 584 576
②確保量 584 576

②－① 0 0

　

【旧D地区】
霞ヶ関・霞ヶ関北・川鶴・名細

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 309 304
②確保量 309 304

②－① 0 0

令和2年度実績（人） 令和3年度実績（人）
①量の見込み 275 272
②確保量 275 272

②－① 0 0

　

【新F地区】
霞ヶ関・川鶴

　

【新G地区】
霞ヶ関北・名細

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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【こども家庭センターのイメージ】 

 

 

 

【新たな家庭支援事業の概要】 
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第４章 子ども・子育て支援の取組・事業の改定 

１ 子どもをめぐる課題と本市の取組 

 近年は、核家族化の進展など家族形態の変化や地域のつながりの希薄化によ

り、子育て家庭が孤立化しやすい環境にあり、児童虐待などにつながる恐れが

あります。 

本市では妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行うため、「子育て世

代包括支援センター」を設置し、「乳児家庭全戸訪問事業」などによる子育て世

帯の養育環境の把握に努め、支援が必要な家庭に対しては、「養育支援訪問事業」

による支援を提供するなど、妊娠や子育ての不安、孤立等に対応し、児童虐待

のリスクを発見・低減してきました。 

そのほか、児童虐待発生予防の観点から「どならない子育て練習法講座」を

開催するなどの保護者支援にも取り組んでいます。 

また、子どもたちが放課後等に安全で安心して過ごせるよう「子どもの居場

所づくりの推進」に取り組んでいます。 

一方で、国が示す児童虐待の相談対応件数は依然として増加傾向にあり、子

育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況にあります。

学校や家庭に代わる子どもの居場所支援については、相談体制などさらなる充

実が必要とされています。 

 

２ こども家庭センターと新たな家庭支援事業 

子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化等を行うため、児童福祉

法等の一部を改正する法律（以下、「改正法」という。）が令和４年６月１５日

に公布され、一部を除き、令和６年４月１日に施行されます。 

改正法では、市区町村への「こども家庭センター」の設置や、新たな家庭支

援事業が規定されました。なお、「こども家庭センター」と３つの新たな家庭

支援事業は、地域子ども・子育て支援事業として位置づけることとされていま

す。 

 

【こども家庭センターと新たな家庭支援事業】 

・こども家庭センター    （法第 10条の６第 19項） 

・子育て世帯訪問支援事業  （法第 33条の６第 19項） 

・児童育成支援拠点事業   （法第 33条の６第 20項） 

・親子関係形成支援事業   （法第 33条の６第 21項） 

 

 

第４章　子ども・子育て支援の取組・事業の改定

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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４ 見直し事業 

また、現計画策定時以降の状況の変化や実績値等を踏まえ、現計画掲載事業

のうち、次の３事業について、目標事業量を見直します。 

 
 

基 施 No. 事業名 事業概要 担当課 

1 (1) 11 乳幼児相談 

乳幼児と保護者に対して相談の場を提供し、育児支援や
育児不安の解消を図ります。 

健康づくり

支援課 
 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

開催回数 30回 30 ⇒ 45回 

2 (2) 9 
川越市保育ステー
ション事業 

多様化する保育ニーズに対応するとともに、通勤等によ
る公共交通機関の利用者を中心とした子育て世代の利
便性を高めるため、川越市保育ステーションを設置し、
市内保育所等への送迎等を実施します。 

保育課 

 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

保育ステーション設置数 

送迎保育利用者数 

- 

(令和4年度実績 5人) 

1箇所 

12人(定員20人) 

5 (4) 1 

児童発達支援 
センターの運営 

 重点   

児童発達支援センターにおいて、障害のある児童の特性
に応じた訓練、指導等及び保護者への支援を実施しま
す。また、関係機関との連携を強化する等、地域におけ
る療育支援体制の充実に努めます。 

療育支援課 

 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

一般相談件数 - 320 ⇒ 1,050件 

※  …見直し部分 

基…基本目標  施…施策目標 
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３ 新規事業 

本市では、子どもや若者、子育て家庭への支援を強化するという児童福祉法

の改正の趣旨に鑑み、今後、国から事業の具体的な内容が示された際に、令和

６年４月１日の改正法の施行に向けた検討を進めるため、見直し後の計画では

こども家庭センターを含む４つの事業を新規事業として位置づけます。 

 

 

基 施 No. 事業名 事業概要 担当課 

1 (1) 21 
こども家庭センタ
ー 

子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センタ
ー（母子保健）を見直し、児童福祉と母子保健の一体的
な提供ができるこども家庭センターを検討します。 

こども政策課 

こども育成課 

こども家庭課 

保育課 

健康づくり 

支援課 

【現計画関連事業】 

1(1)5 子育て世代包括支援センター 

1(1)6 利用者支援事業（母子保健型） 

2(3)1 利用者支援事業（基本型・特定型） 

5(3)5 子ども家庭総合支援拠点の整備・運営 

3 (4) 7 
児童育成支援拠点
事業 

不登校の子ども等を含め、家庭や学校に居場所がない学
齢期以降の子どもの居場所に関する包括的な支援を検
討します。 

こども政策課 

こども育成課 

こども家庭課 【現計画関連事業】 

3(4)4 子どもの居場所づくりの推進 

5 (3) 12 
子育て世帯訪問支
援事業 

家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に
防ぐため、家事・育児等に対して不安や負担を抱える子
育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭などに
対し、家事・育児等の支援を検討します。 こども育成課 

こども家庭課 【現計画関連事業】 

4(1)9 多胎児産前産後ヘルパー派遣事業 

5(3)4 養育支援訪問事業 

5 (3) 13 
親子関係形成支援
事業 

健全な親子関係の形成を図るため、子どもとの関わり方
や子育てに悩みや不安を抱えている保護者に対し、親子
の関係性や発達に応じた子どもとの関わり方等を学ぶ
ためのペアレントトレーニング等の支援を検討します。 

こども家庭課 

療育支援課 
【現計画関連事業】 

5(3)11 どならない子育て練習法講座 

【参考：新規事業を位置づける基本目標と施策目標】 

基本目標１…妊娠期からの切れ目ない支援と親子のふれあいの機会の充実 

 施策目標（１）…切れ目ない支援による子どもと親の健康の確保・増進 

基本目標３…心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 施策目標（４）…放課後の子どもの居場所づくり 

基本目標５…すべての子どもの未来をつくる取組の推進 

 施策目標（３）…子どもを虐待から守る取組の推進 

基…基本目標  施…施策目標 

第２期川越市子ども・子育て支援事業計画【中間年見直し版】
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４ 見直し事業 

また、現計画策定時以降の状況の変化や実績値等を踏まえ、現計画掲載事業

のうち、次の３事業について、目標事業量を見直します。 

 
 

基 施 No. 事業名 事業概要 担当課 

1 (1) 11 乳幼児相談 

乳幼児と保護者に対して相談の場を提供し、育児支援や
育児不安の解消を図ります。 

健康づくり

支援課 
 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

開催回数 30回 30 ⇒ 45回 

2 (2) 9 
川越市保育ステー
ション事業 

多様化する保育ニーズに対応するとともに、通勤等によ
る公共交通機関の利用者を中心とした子育て世代の利
便性を高めるため、川越市保育ステーションを設置し、
市内保育所等への送迎等を実施します。 

保育課 

 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

保育ステーション設置数 

送迎保育利用者数 

- 

(令和4年度実績 5人) 

1箇所 

12人(定員20人) 

5 (4) 1 

児童発達支援 
センターの運営 

 重点   

児童発達支援センターにおいて、障害のある児童の特性
に応じた訓練、指導等及び保護者への支援を実施しま
す。また、関係機関との連携を強化する等、地域におけ
る療育支援体制の充実に努めます。 

療育支援課 

 

目標事業量 現状値(平成30年度) 目標値(令和6年度) 

一般相談件数 - 320 ⇒ 1,050件 

※  …見直し部分 

基…基本目標  施…施策目標 
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３ 新規事業 

本市では、子どもや若者、子育て家庭への支援を強化するという児童福祉法

の改正の趣旨に鑑み、今後、国から事業の具体的な内容が示された際に、令和

６年４月１日の改正法の施行に向けた検討を進めるため、見直し後の計画では

こども家庭センターを含む４つの事業を新規事業として位置づけます。 

 

 

基 施 No. 事業名 事業概要 担当課 

1 (1) 21 
こども家庭センタ
ー 

子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センタ
ー（母子保健）を見直し、児童福祉と母子保健の一体的
な提供ができるこども家庭センターを検討します。 

こども政策課 

こども育成課 

こども家庭課 

保育課 

健康づくり 

支援課 

【現計画関連事業】 

1(1)5 子育て世代包括支援センター 

1(1)6 利用者支援事業（母子保健型） 

2(3)1 利用者支援事業（基本型・特定型） 

5(3)5 子ども家庭総合支援拠点の整備・運営 

3 (4) 7 
児童育成支援拠点
事業 

不登校の子ども等を含め、家庭や学校に居場所がない学
齢期以降の子どもの居場所に関する包括的な支援を検
討します。 

こども政策課 

こども育成課 

こども家庭課 【現計画関連事業】 

3(4)4 子どもの居場所づくりの推進 

5 (3) 12 
子育て世帯訪問支
援事業 

家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に
防ぐため、家事・育児等に対して不安や負担を抱える子
育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭などに
対し、家事・育児等の支援を検討します。 こども育成課 

こども家庭課 【現計画関連事業】 

4(1)9 多胎児産前産後ヘルパー派遣事業 

5(3)4 養育支援訪問事業 

5 (3) 13 
親子関係形成支援
事業 

健全な親子関係の形成を図るため、子どもとの関わり方
や子育てに悩みや不安を抱えている保護者に対し、親子
の関係性や発達に応じた子どもとの関わり方等を学ぶ
ためのペアレントトレーニング等の支援を検討します。 

こども家庭課 

療育支援課 
【現計画関連事業】 

5(3)11 どならない子育て練習法講座 

【参考：新規事業を位置づける基本目標と施策目標】 

基本目標１…妊娠期からの切れ目ない支援と親子のふれあいの機会の充実 

 施策目標（１）…切れ目ない支援による子どもと親の健康の確保・増進 

基本目標３…心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 施策目標（４）…放課後の子どもの居場所づくり 

基本目標５…すべての子どもの未来をつくる取組の推進 

 施策目標（３）…子どもを虐待から守る取組の推進 

基…基本目標  施…施策目標 

第４章　子ども・子育て支援の取組・事業の改定
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第５章 資料編 

 

○見直しの体制及び経過 

（１）川越市社会福祉審議会児童福祉専門分科会 

（川越市子ども・子育て会議） 

①開催状況 

 第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直し及び川越市子ど

も・子育て支援事業計画の達成状況等について審議を行いました。 

 

第１回 令和４年７月２１日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画令和３年度達成状況について 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しについて 

・川越市保育所等の施設整備（令和４年度整備分）の状況について 

・川越市保育所等の待機児童の状況について 

第２回 令和４年８月２５日開催 

・県内の待機児童の状況及び市内待機児童の要因分析等について 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しについて 

第３回 令和４年１０月１３日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しについて 

第４回 令和５年２月２日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しについて 

 

（２）川越市子ども・子育て支援推進会議 

①開催状況 

 本計画の中間年見直しに関し、庁内の関係課長等で構成する「川越市子ども・

子育て支援推進会議」において、全庁的な体制の下で検討を行いました。 

 

第２回 令和４年７月４日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しについて 

第３回 令和４年８月９日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しについて 

第４回 令和４年９月２６日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しについて 

第７回 令和５年１月１２日開催 

・第２期川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しについて 
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（３）意見公募（パブリックコメント） 

 川越市子ども・子育て支援事業計画の中間年見直しにあたり、原案を公表し、

広く市民の意見を募集しました。 

①募集期間 令和４年１１月２２日から令和４年１２月２１日まで 

②対 象 者 ・市内に住所を有する者 

      ・市内の事業所又は学校等に在勤・在学する者 

      ・利害関係者 

③意 見 数 ３名３件 
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第１章 計画の見直しにあたって 

 

１ 見直しの背景 

 第２期川越市子ども・子育て支援事業計画（以下「現計画」という。）は、子

ども・子育て支援法に基づく法定計画として、川越市社会福祉審議会児童福祉

専門分科会（子ども・子育て会議）における審議を経て、令和２年３月に策定

しました。 

 現計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間と定めていま

すが、内閣府では、教育・保育給付認定の実績などが量の見込みと大きく乖離

している場合には、計画期間の中間年を目安として市町村子ども・子育て支援

事業計画の見直しを行うこととしています。 

本市では、就学前児童数の減少や保育全体の需給バランスの調整に向けてよ

りきめ細やかな検討を行うため、令和４年２月に「川越市公立保育所のあり方」

を策定し、子ども・子育て支援事業計画の必須記載事項である保育提供区域を

４区域から７区域に細分化しました。現計画においても、「川越市公立保育所の

あり方」の考え方に基づき、区域の再設定等をする必要があるため、現計画を

見直し、見直し後の第２期川越市子ども・子育て支援事業計画（以下「見直し

後の計画」という。）を策定しようとするものです。  

 

 

２ 見直し後の計画の期間 

 見直し後の計画の期間は、令和５年度及び令和６年度の２年間とします。 

 

令令和和 22年年度度 

((22002200年年))  

令令和和 33年年度度 

((22002211年年))  

令令和和 44年年度度 

((22002222年年))  

令令和和 55年年度度 

((22002233年年))  

令令和和 66年年度度 

((22002244年年))  

      

      

 

 

 

 

第第２２期期川川越越市市子子どどもも・・子子育育てて支支援援事事業業計計画画期期間間（（55年年））  

見見直直しし後後のの計計画画期期間間（（22年年））  
中中間間  

見見直直しし  


